
国
民
年
金
か
ら
の
お
知
ら
せ

■
国
民
年
金
の
任
意
加
入
制
度

60
歳
ま
で
に
老
齢
基
礎
年
金
の
受
給
資
格
期

間
（
10
年
）
を
満
た
し
て
い
な
い
場
合
や
、
40

年
の
納
付
済
期
間
が
な
い
た
め
老
齢
基
礎
年
金

を
満
額
受
給
で
き
な
い
場
合
で
あ
っ
て
、
厚
生

年
金
・
共
済
組
合
に
加
入
し
て
い
な
い
と
き
は
、

60
歳
以
降
で
も
国
民
年
金
に
任
意
加
入
（
申
請

し
た
月
か
ら
の
加
入
）
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

ま
た
、
年
金
額
に
上
乗
せ
で
き
る
付
加
保
険
料

（
月
額
400
円
）
も
併
せ
て
申
し
込
み
で
き
ま
す

（
国
民
年
金
基
金
加
入
者
を
除
く
）

G
基
礎
年
金
番
号
が
わ
か
る
も
の
、
預
貯
金
通

帳
、
通
帳
印

■
国
民
年
金
保
険
料
の
産
前
産
後
期
間
の
免
除

制
度

出
産
予
定
日
ま
た
は
出
産
日
が
属
す
る
月
の
前

月
か
ら
4
カ
月
間
（
多
胎
妊
娠
の
場
合
は
3
カ

月
前
か
ら
6
カ
月
間
）
の
国
民
年
金
保
険
料
が

免
除
さ
れ
ま
す
。
国
民
年
金
第
1
号
被
保
険
者

で
出
産
日
が
平
成
31
年
2
月
1
日
以
降
の
方
が

対
象
で
す
。
出
産
予
定
日
の
6
カ
月
前
か
ら
届

け
出
が
可
能
で
す　

G
母
子
健
康
手
帳

I
苫
小
牧
年
金
事
務
所　

J
(37)
3
5
0
0　

市

保
険
年
金
課　

J
(32)
6
4
2
9

令
和
6
年
度
競
争
入
札
参
加
資
格
審
査

申
請（
第
3
回
補
充
登
録
）の
受
け
付
け

 

資
格
要
件 

市
税
、
消
費
税
お
よ
び
地
方
消
費
税

の
未
納
が
な
い　

①
建
設
工
事
＝
令
和
4
年
9

月
2
日
以
降
の
「
経
営
事
項
審
査
」
を
受
け
て

い
て
、
希
望
す
る
工
種
の
「
経
営
規
模
等
評
価

結
果
通
知
書
・
総
合
評
定
値
通
知
書
」
に
平
均

完
成
工
事
高
が
あ
る　

②
土
木
設
計
＝
建
設
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
登
録
を
受
け
て
い
る　

③
建

築
設
計
＝
1
級
ま
た
は
2
級
建
築
士
事
務
所
の

登
録
を
受
け
て
い
る　

④
測
量
＝
測
量
業
ま
た

は
補
償
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
登
録
を
受
け
て
い

る　

⑤
地
質
調
査
＝
地
質
調
査
業
の
登
録
を
受

け
て
い
る　

⑥
設
備
設
計　

⑦
側
溝
清
掃　

⑧

物
品
納
入
そ
の
他
＝
法
令
の
規
定
に
よ
り
必
要

な
許
可
や
免
許
、
登
録
な
ど
を
受
け
て
い
る　

※
①
〜
⑤
は
、
令
和
6
年
1
月
1
日
現
在
で
、

申
請
を
希
望
す
る
業
種
の
許
可
ま
た
は
登
録
を

受
け
て
か
ら
引
き
続
き
1
年
以
上
そ
の
事
業
を

営
ん
で
い
る
こ
と　

⑥
〜
⑧
は
、
令
和
6
年
1

月
1
日
現
在
で
、
営
業
年
数
が
1
年
以
上
あ
る

こ
と　

②
〜
⑦
は
、
決
算
書
に
希
望
す
る
業
種

の
業
務
高
が
あ
る
こ
と

H
I
令
和
6
年
1
月
9
日
㈫
〜
22
日
㈪
に
契
約

課
（
HP
で
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
）
で
配
布
の
申
請

書
に
必
要
な
書
類
を
添
付
し
郵
送
（
消
印
有
効
、

12
月
3
日
〜
9
日
は
障
害
者
週
間
で
す　

障
が
い
者
の
自
立
と
社
会
参
加
を
実
現
す
る
た
め
に
、
記
念
文
化
祭
な
ど
の
啓
発
を
行
い
ま
す　

I
障
が
い
福
祉
課　

J
(32)
6
3
5
6

苫小牧市中小企業融資制度
I商業振興課　J（32）6445

 取扱金融機関 北洋銀行、北海道銀行、北陸銀行、苫小牧信用金庫、北央信用組合、
室蘭信用金庫の苫小牧市内各支店
● 小規模企業経営改善資金については、北海道信用保証協会に支払う信用保

証料を、資金使途別に上限30万円まで補助する制度がありますので、お気
軽にご相談ください。

C資本金もしくは出資の総額が1,000万円以下かつ常時使用する従業員数が
20人（商業・サービス業にあっては5人、医業を主にする法人は20人）以下
の会社または個人事業主

資金名
融資条件

資金使途 融資限度額 融資期間 据置
期間 融資利率

小規模企業
経営改善資金

運転資金 1企業 2,000万円 7年以内

1年
以内

1年以内 年0.9％
1年超　 年1.5％設備資金 1企業 2,000万円 15年以内

中小企業
振興資金

運転資金 1企業 4,000万円 10年以内 1年以内 年1.3％
5年以内 年1.9％
5年超　 年2.0％設備資金 1企業 4,000万円 12年以内

店舗近代化
設備資金 設備資金

1企業
1組合
テナント
入店資金

5,000万円
8,000万円

2,000万円
15年以内 2年

以内 年1.4％

中小企業機械
等購入資金 設備資金 1企業 2,000万円

10年以内

半年
以内 年1.6％

中小企業環境
保全施設資金

設備資金
移転資金 1件 3,000万円 1年

以内 年1.3％
次世代自動車
導入資金 1企業 2,000万円

広報とまこまい  令和5（2023）年・12月 16

広告

　　　　J電話番号　Kファクス　MEメールアドレス
市役所のHPアドレス、住所、連絡先などは
30ページをご覧ください。


